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令和 ８ 年 ２ 月 25 日  提出

令和    年    月    日  議決

令和８年度

四 万 十 市 水 道 事 業 会 計 予 算 書



（総　 　則）
第１条 令和８年度四万十市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

1 戸

2 ｍ
３

3 ｍ
３

4 千円

（収益的収入及び支出）
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　入
第１款 千円

千円

千円

支　　出
第１款 千円

千円

千円

千円

令和８年度　四万十市水道事業会計予算

第４項

事 業 収 益

給 水 戸 数

年 間 総 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業 費

営 業 収 益第１項

15,600

4,600,000

12,603

499,877

834,474

785,727

496,515

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

営 業 外 収 益

2,000

688,151

第２項

第２項 95,576

第１項

事 業 費 用

337,959
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（資本的収入及び支出）
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（ 資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額261,439千円は、当年度分消費税

及び地方消費税資本的収支調整額49,329千円、当年度分損益勘定留保資金204,894千円及び減債積立金7,216千円で補てんするものとする。）。

収　　入
第１款 千円

千円

千円

千円

千円

千円

支　　出
第１款 千円

千円

千円

千円

（企　業　債）
第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）
第６条 一時借入金の限度額は、400,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 営業費用・営業外費用

により据置期間及び償還期限を短縮し、若しくは、

繰上償還することができる。

年5.0％以内
　ただし、利率見直し方式で借
り入れる資金について、利率
の見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率とす
る。

　借入先との融通条件による。ただし、財政の都合

第２項 366,885

第３項

利　　　　率 償 　還　 の 　方 　法起債の目的 限　度　額

第４項

資 本 的 収 入

他 会 計 出 資 金

企 業 債第１項

負 担 金

県 支 出 金

第３項

第５項 国 庫 支 出 金

676,649

938,088

87,038

建設改良費

第１項

企 業 債 償 還 金

資 本 的 支 出

起債の方法

571,003

第６項

200

470,800 証書借入

40,427

建 設 改 良 費

予 備 費

470,800

73,508

千円

4,876
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合

は、議会の議決を経なければならない。

(1) 千円

(2) 千円

（他会計からの補助金）
第９条 統合前の簡易水道建設改良事業における企業債支払利息の補給及び、物価高騰への対応として行う水道料金減免による減収補てんとして

一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、140,476千円である。

（利益剰余金の処分）
第10条 繰越利益剰余金のうち31,630千円は、次のとおり処分するものと定める。

(1) 千円

（たな卸資産購入限度額）
第11条 たな卸資産の購入限度額は、12,000千円と定める。

令和 年 月 日 提出

四万十市長 山　下　　元　一　郎

25

職 員 給 与 費 93,821

50

31,630減 債 積 立 金

８

交 際 費

２
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1

1

2

雑 収 益

176,872

収 益 的 収 入 及 び 支 出

1

収　　　入

営 業 外 収 益

4

5

3

営 業 収 益

款 備　　　　　　　　　　　考

令和８年度　四万十市水道事業会計予算実施計画

事 業 収 益

項

4

834,474

（単位：千円）

そ の 他 営 業 収 益

496,515

3,703

給 水 収 益

予　定　額目

488,1211

4,691他 会 計 負 担 金

2

3

1,131

375

159,539

分 担 金

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

337,959

長 期 前 受 金 戻 入

42
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1

1

2

4

款

営 業 外 費 用 95,576

381,691

2

2,000

80,576

15,000消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

予 備 費

支 払 利 息

項

業 務 費5

8 資 産 減 耗 費

15,701

予　定　額 備　　　　　　　　　　　考

事 業 費 用

支　　　出

減 価 償 却 費

6

3

2

1

配 水 工 事 費

1

予 備 費

75

原 水 及 び 浄 水 費

目

46,886

2,000

（単位：千円）

688,151

785,727

138,213

1

総 係 費

給 水 費

7

50,279

55,306

営 業 費 用
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1

1

3

4

5

6

1

1

2

3

資 本 的 収 入

561,131

1

企 業 債

支　　　出

収　　　入

200

200

87,038

571,003

企 業 債 償 還 金

4,876

予 備 費

87,038

（単位：千円）

備　　　　　　　　　　　考目

40,427

1

40,427

1 企 業 債

1

73,508

1

資 本 的 支 出

県 支 出 金

款

国 庫 補 助 金

73,508

1

国 庫 支 出 金

1

（単位：千円）

366,885

備　　　　　　　　　　　考

9,872

938,088

拡 張 改 良 費

予 備 費

366,885

1

企 業 債

建 設 改 良 費

固 定 資 産 費

資 本 的 収 入 及 び 支 出

項

項

4,876

他 会 計

負 担 金

負担区分に基づく出資金

負 担 金

出 資 金

県 補 助 金

目 予　定　額

676,649

470,800

470,800

款 予　定　額

2

償 還 金
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1 . 総　　　　括

注記： （　）は短時間勤務職員の数

本年度期末勤勉手当は、賞与引当金繰入額を含む。

前年度期末勤勉手当は、賞与引当金繰入額を含む。

本年度法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。

前年度法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。

（    ）
比　　　　　較

20,313

△ 9

前年度

比　較

手

当

の

内

訳
2,700

区　分

△ 2,361

期末勤勉
手　　　当

本年度

17,613 5,032

令和８年度　四万十市水道事業会計給与費明細書

（    ）

0

2,671

退 職
給 付 費

9
前　　年　　度

本　　年　　度

（    ）

区　　　　　　　分
特 別 職

0

41,153

1,759

計

6,558

440457

（    ）

509

1,172

4,6273,058

34,190

計

管理職手当

44,211

住居手当

0

児童手当

4,134

509 4,591

通勤手当

32,431

73,774 13,48932,431

1,112

時 間 外
勤 務 手 当

1,640

87,263

1,200

1,931

法定福利費
給　　　　　　　与　　　　　　　費

34,190948

給　　料

15,42078,401

手　　当
合　　計

（単位：千円）

1,631

△ 252

0

1,759

職員数（人）

60

0

特 殊 勤
務 手 当

2,346

△ 190

715

0 1,200

一 般 職 報　　酬

13

（    ）

（    ）

扶養手当

13

190

0 93,821
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(1) 会計年度任用職員以外の職員

注記： （　）は再任用短時間勤務職員の数
本年度期末勤勉手当は、賞与引当金繰入額を含む。
前年度期末勤勉手当は、賞与引当金繰入額を含む。
本年度法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。
前年度法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。

(2) 会計年度任用職員

注記： （　　　）は一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員
本年度期末勤勉手当は、賞与引当金繰入額を含む。
前年度期末勤勉手当は、賞与引当金繰入額を含む。
本年度法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。
前年度法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。

（単位：千円）

0

特 殊 勤
務 手 当

1

19
0

454
前年度
本年度

（    ）

（　  　）

0

456

0

区　分

（    ）

期末勤勉
手　　　当

比　　　　　較

本　　年　　度

区　　　　　　　分
特 別 職

比　　　　　較

△ 2,817

前　　年　　度

前年度

手
当
の
内
訳

手
当
の
内
訳

本年度

比　較

19,859 2,215

職員数（人）

比　較

9

退 職
給 付 費

△ 9
（    ）

前　　年　　度

435

区　　　　　　　分

456

退 職
給 付 費

2,681

区　分

本　　年　　度
（　  　）

62

0

0

計手　　当

72,39940,213

0

509

43,209 76,489

190

給　　料

0

法定福利費

1,002

91,67815,189

合　　計
給　　　　　　　与　　　　　　　費

33,280

（    ）

扶養手当

△ 190

一 般 職

12

12

報　　酬

0

住居手当

（    ）

（    ）

1,631
0

扶養手当
期末勤勉
手　　　当

5,032

（　  　）

通勤手当

31,996

0

0

計

2,996

0

住居手当

4,090

1

1,172 509

457

13,267

1,284 1,922

給　　　　　　　与　　　　　　　費

0

計
時 間 外
勤 務 手 当

児童手当

法定福利費

2,143

4,591

合　　計

231

1,200

1,912

0

9

17,178

85,666

0

0

0

計

6,012

440 1,284

435

33,280
31,996

時 間 外
勤 務 手 当

1,375

0

手　　当

0

910

△ 252

通勤手当

222 1,597435

0

546

475

1,640

0

4,134

475 537

60

00

940

児童手当

職員数（人）
給　　料

715
1,1120

管理職手当
特 殊 勤
務 手 当

2,346 948
1,200

（単位：千円）

報　　酬

管理職手当

00
910

0
0

0 0
0
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2 . 給料及び手当の増減額の明細

平均昇給率

採用・退職の状況等
その他 人

〔制度改正の内容〕
（一般職員）
期末勤勉手当支給率　4.6月　→　4.65月
扶養手当
　配偶者　月額3,000円→0円
　子　　　　月額11,500円→月額13,000円

給与改定に伴う増減分
昇給に伴う増
退職給付費の増減分
その他の調整に伴う増減分

3 . 給料及び手当の状況（会計年度任用職員は除く）
(1) 職員１人当たり給与

その他の増減分

給　料

増減額（千円）

1,759

1,265

その他の調整に伴う増減分

区　　　　　　　　　　　　　　　分

3,058
給与改定に伴う増減分

356,856

平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額

310,100

41歳0月

（歳）

315,483

485

事　　　務　　　職　　　員 技　　　術　　　職　　　員

298,866

1,400

649

説　　　　　　　　明

1,400

備　　　　　　　　　考

（円）

制度改正に伴う増減分

1,110その他の増減分

（円）

（歳）

151

3,291

手　当

33歳４月

334,167

40歳４月

平 均 給 料 月 額

昇給に伴う増加分

令和７年１月１日現在

平 均 年 齢

393

303,900

356,732令和８年１月１日現在

（円）

増 減 事 由 別 内 訳（千円）

平 均 給 与 月 額

区　分

1.60%

1

（円）

期末勤勉手当 505

扶養手当

37歳6月

△ 2,817

144

275,867
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(2) 初　任　給

(3) 級別職員数

（級別の基準となる職務）

級 16.61

33.33

3

2

大　　　　学　　　　卒

級

計

級

5

6

級

1

6

企　　業　　職　　員

1

級

計

２　　級

係長

16.7

課長

100.0

1

3

1

級

5

級4

級

6

級

級2

区　　　　　分 ６　　級

3

6

1

級

令和７年１月１日現在 4

級

200,300

一　　　般　　　行　　　政　　　職　　（円）

技　　　　術　　　　職　　　　員

6

級

1

33.3

16.7

16.6

1級

225,600

級

16.7

3

計

2

5 級

級 2

16.74

6

職員数（人）

3

級 16.7

4

2

100.0

5

級

級

課長補佐 主査・技査 主事・技師

５　　級

16.71

1

50.0

１　　級

6

級

４　　級

16.7

2

50.0

16.7

級 33.2

6

16.7

高　　　　校　　　　卒

1

級

令和８年１月１日現在

級

16.7 1

職員数（人）

３　　級

主幹・技幹

級

企　　業　　職　　員　　（円）

1

一　　　般　　　会　　　計　　　の　　　制　　　度

1

200,300

区　　　　　　　　　分

区　　　　　　　分
事　　　　　務　　　　　職　　　　　員

構成比（％）

級

2

計

1

100.0

100.0

構成比（％）

1

225,600
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(4) 昇給

(5) 期末手当・勤勉手当

4号給

91.7

号給数別内訳

2号給

（人）

（人）

（％）　比　率　Ｂ／Ａ

3号給

（人）

1号給

（人）

3号給

4号給

（人）

前　　　　年　　　　度

本　　　　年　　　　度

（　1.225　）
2.325

（　1.200　）
2.300

1号給

（　1.225　）
2.325

昇 給 に 係 る 職 員 数

区　　   　　分

　比　率　Ｂ／Ａ

（人）

（％）

 一 般 会 計 の 制 度  

号給数別内訳

（　1.225　）
2.325

前
　
　
年
　
　
度

12月（月分）

11

（人）

支    給    期    別    支    給    率 

職 員 数 （Ａ）

（人）

12

（人）

（　1.225　）
2.325

（Ｂ）

11

有

（　2.45　）
4.65

区　　　　　　　　　　　　　　分

本
　
　
年
　
　
度

（Ａ）

（Ｂ）

12

83.3

合　　　　　　計

職 員 数

（人）

（人）

6

昇 給 に 係 る 職 員 数

2号給

（人）

100.0

12 6

職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

100.0

6

12

6月（月分）

5

（　2.40　）
4.60

（　1.200　）
2.300

6

（　2.45　）
4.65

有
（　　　）内は
再任用職員の
標準的な支給率

100.0

有

6

100.0

事　　務　　職　　員

支  給  率  計
（月　分）

6

6

備　　　考

技　　術　　職　　員

6

6 6

5
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(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(7) その他の手当

加算措置等

33.2707524.586875

〃

区　　　　　　　　　　　分

そ の 他 の

24.586875 47.709

 特例措置

　　　　（月分）
20年勤続の者 35年勤続の者 最　高　限　度

　　（月分）
25年勤続の者

一般会計の制度

区　　　　　　　分

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同じ

　　（月分）
備　　考

　　住　　　　居　　　　手　　　　当　　

〃

2～20%加算

　　　　（月分）

 特例措置47.709

2～20%加算

定年前早期退職

47.709 47.709支　給　率　等

一般会計の制度との異同

33.27075

通　　　　勤　　　　手　　　　当

差　 異   の 　内 　容

定年前早期退職
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116,086
水質検査業務
に要する経費 38,695

千円

金　　額

～ 7,712
令和５年度

～

令和７年度

令和７年度

千円

限　度　額

千円
令和９年度

千円

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額
当 該 年 度 以 降 の 支

事　　項

前年度末までの支払

期　　間

千円

水道料金システ
ム用電子計算
機器賃貸借に
要する経費

3,066 ～ 2,477

～ 9,203

払 義 務 発 生 予 定 額

令和７年度

千円

令和８年度

9,203

令和６年度

水道料金システ
ム用電子計算
機器賃貸借に
要する経費

令和10年度

千円

16,915

77,391

千円
令和３年度

～

左　の　財　源　内　訳

債務負担行為に関する調書

その他

589

企業債金　　額

589

損益勘定
留保資金

令和８年度

令和８年度

千円

千円千円 77,391

千円

期　　間 一般財源

- 13 -



1

(1)  有 形 固 定 資 産

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

(2)  無 形 固 定 資 産

イ

2

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

量 水 器

(2)  未　　収　　金

減 価 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具

構 築 物

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

(1)  現  金  預  金

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

ダ ム 使 用 権

112,001

（資　　産　　の　　部）

△ 10,837

10,666,698

305,394

300,788

資 産 合 計

流　動　資　産

科　　　　　　　　　　　　　　　目 令和７年度期末予定額

令和８年度　四万十市水道事業予定貸借対照表

固　定　資　産

（単位：千円）

△ 1,369,488

39,433

(3)  貯　　蔵　　品

△ 1,321,629

           貸 倒 引 当 金

△ 153,647

15,997,094

△ 7,283,233 △ 7,599,351

△ 159,176

297,998

865,160

276,349

△ 16,339

297,998

1,790,726

10,361,304

17,405,498

△ 13,359

32,332

788,286

27,022

179,613

令和８年度期末予定額

21,806

41,019

11,009,560

300,788

32,332

500,717

△ 17,976

305,394

21,466

274,106

△ 8,093

702,324

412,602

11,369,022 11,797,846

△ 8,343

（単位：千円）

10,711,562

△ 18,197

27,022

112,111

1,790,726

△ 17,567

- 14 -



3

　イ

　イ

4

　イ

　イ

　ロ

5

6

7

31,577

2,468,807 2,573,944

（負　　債　　の　　部）

流　動　負　債

負 債 資 本 合 計

249,310

25,646

313,294

建設改良費等の財源に充てるための企業債

5,352,290

固　定　負　債

資 本 合 計

(2)  引　　当　　金

433,059

13,11818,481(4)  引　　当　　金

(1)  企　　業　　債

修 繕 引 当 金

建設改良費等の財源に充てるための企業債

6,383

366,885

5,573,640

366,885

11,797,84611,369,022

(2)  未　　払　　金

(5)  その他流動負債

(3)  預     り     金

減 債 積 立 金

賞 与 等 引 当 金

(2)　長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

426,993当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

(1)  企　　業　　債

661,822

6,066

9,223,902

2,035,748

12,098

0

2,633,176

464,689

2,626,656

2,109,255

6,051

5,605,217

8,900,215

5,853,179

5,853,179

434,572

6,051

458,623(2)　利 益 剰 余 金

15

(1)  資 本 剰 余 金

15工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

24,051

426,993

(1)  長 期 前 受 金

1,500

（資　　本　　の　　部）

資　　本　　金

負 債 合 計

△ 2,719,114

繰　延　収　益

6,066

剰　　余　　金

6,020

△ 2,895,986

1,500

7,098

25,646

34,248

709,819

356,261

356,261

5,522,642

5,573,640

5,887,427

34,248

31,577

（単位：千円）
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修繕引当金の増減額（△は減少）

375

財務活動によるキャッシュ・フロー

未収金の増減額（△は増加）

412,602

資金増加額

資金期末残高 500,717

△ 537,208

△ 366,885

81,968

635,800

88,115

△ 5,000

賞与等引当金の増減額（△は減少）

31,630

△ 724,553

73,508

△ 340

（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

減価償却費

退職給付引当金の増減額（△は減少）

80,576

381,691

未払金の増減額（△は減少）

△ 363

2,671

当年度純利益

国庫補助金等による収入

業務活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額

令和８年度　四万十市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

46,990

たな卸資産の増減額（△は増加）

2,493

受取利息及び受取配当金

（単位：千円）

支払利息

△ 375

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　小計

△ 80,576

282,900

長期前受金戻入額

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

負担金による収入

有形固定資産の取得による支出

他会計からの出資による収入

201,949

利息の支払額

△ 176,872

資金期首残高

100,307

一般会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

342,423

5,070

- 16 -



1 3

(1) (1)

(2) (2)

(3) (3)

2 (4)

(1) (5)

(2) 4

(3) (1)

(4) (2)

(5)

(6)

(7)

31,265

総 係 費

資 産 減 耗 費 75

雑 支 出

給 水 費 43,111

配 水 工 事 費

16,117

42,544

減 価 償 却 費 358,824

1,350

395,728

92,826営 業 損 失

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

業 務 費

426,993

31,265

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

70,282

70,112

経 常 利 益

40

170

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

4,275

618,001

原 水 及 び 浄 水 費

20,991

171,617

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

116,083

3,445

科　　　　　　　　　目

分 担 金

375そ の 他 営 業 収 益

（単位：千円）

至　令和 ８年３月31日

194,373

自　令和 ７年４月 １日

営 業 収 益

至　令和 ８年３月31日

営 業 外 収 益

自　令和 ７年４月 １日

四万十市水道事業予定損益計算書　（令和７年度）

給 水 収 益

525,175

科　　　　　　　　　目

41,247

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 負 担 金

営 業 費 用

517,455

- 17 -



　建物 10～50年
　構築物 20～40年
　機械及び装置 ９～20年
　量水器 　　８年
　車輌運搬具 ４～６年
　工具器具及び備品 ２～17年
（2）無形固定資産
・定額法
・主な耐用年数
　ダム使用権     55年

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に相当する金額のうち、一般会計が負担

職員の期末手当・勤勉手当の支給、またこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給または

（4）修繕引当金
平成25年度末までに計上されていた修繕引当金を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

・主な耐用年数

する部分を除く額を計上している。

（2）退職給付引当金

２　固定資産の減価償却の方法

・定額法（量水器については取替法）

（1）貸倒引当金

５　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

３　リース取引の処理方法

支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

４　引当金の計上基準

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

（3）賞与等引当金

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品　先入先出法による原価法

（1）消費税等の会計処理

- 18 -



（予定貸借対照表に関する注記）

貸借対照表に計上されている企業債（1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額

（セグメント情報に関する注記）

報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

（その他の注記）

引当金の目的使用による取り崩し

賞 与 等 引 当 金

-

　　 至　令和８年３月31日）

貸 倒 引 当 金

(令和８年３月31日）

　　(自　令和８年４月１日　　(自　令和７年４月１日

　5,000千円

　6,383千円

　5,000千円

　5,455千円

-

-

　　456千円

　　 至　令和９年３月31日）

令和８年度予定

令和８年度予定

退 職 給 付 引 当 金

1,600,202千円

令和７年度予定

(令和９年３月31日）

1,491,628千円

令和７年度予定

１　企業債の償還に係る他会計の負担

修 繕 引 当 金
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1

1

1 1

1

2

4 1

2

1 2

2 1

1

2

2

5

6

7

1

2

571,510

69,576

令和８年度　四万十市水道事業会計予算説明書

764,898

比　　　較
前 年 度
予 算 額

預 金 利 息

他 会 計
補 助 金

159,539

5 雑 収 益 42

176,872

3

長 期 前 受
金 戻 入

15

水 道 施 設
使 用 料

手 数 料

一 般 会 計
補 助 金

0

そ の 他
雑 収 益

5,255

備　　　　　　　　　考

営 業 外
収 益

項

営 業 収 益

488,121

下水道使用料等徴収事務受託料他

新 設
分 担 金

3,068

受取利息及
び 配 当 金

1,131

目

給 水 収 益

本 年 度
予 算 額

375

834,474

337,959

496,515

3,703
そ の 他
営 業 収 益

03,703

分 担 金

144,571

3

27

13,353

4,691

1,350

42

78,635
元 金 償 還
繰 入 金

193,388

一 般 会 計
負 担 金

171,617

2

20,377

給水装置新設分担金

他 会 計
負 担 金

373

1,131

561,944

5,863

△ 219

△ 1,172

139,162
140,476

4,691

488,121

△ 74,995

△ 73,823 給 水 収 益

375

635

19,063

10,079

74,805

工 事
負 担 金

他 会 計
負 担 金

節

事 業 収 益

国 県
補 助 金

受 贈 財 産
評 価 額

他 会 計
分 担 金

設計審査手数料他

款

収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位:千円）
収　　　入

金　　　額

4
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1

1

4

11

12

16

19

20

21

22

23

32

55

款

785,727

支　　　　出

事 業 費 用

目項

原 水 及 び
浄 水 費

本 年 度
予 算 額

1 138,213

634,064

122,871

営 業 費 用 688,151

比　　　較

（単位:千円）

薬 品 費 低食塩次亜塩素酸ソーダ他2,612

百笑施設コンデンサ取替他

電気料

100

横瀬川ダム堰堤維持費

54,087

2,235

73,606

667

水道施設用地他

53,165

非常用自家発電機他

通報装置他

50

309

780

備　　　　　　　　　考金　　　額

通 信
運 搬 費

67,509

前 年 度
予 算 額

718,218

節

委 託 料

修 繕 費

30

手 数 料

旅 費

備 消 品 費

4,659

賃 借 料

負 担 金

15,342

動 力 費

燃 料 費

水質検査業務、自家用電気工作物保
安管理業務他
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11

12

16

19

20

22

23

27

28

32

33

38

耐震性貯水槽

備 消 品 費

材 料 費

水道施設維持管理業務、自家用電気工作
物保安管理業務他

公用車

1,029

保 険 料

修 繕 費

路 面
復 旧 費

燃 料 費

34,135

通 信
運 搬 費

手 数 料

1,200

7,998

水道施設用地他

3,687

250

配水管維持修繕他

通報装置他

261

備　　　　　　　　　考款

2

123賃 借 料

50,279

本 年 度
予 算 額

項

40

配 水
工 事 費

397

1,119

雑 費

委 託 料

負 担 金

4,227

前 年 度
予 算 額

46,052

目 比　　　較 金　　　額

40

（単位:千円）

節
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3

5

6

11

12

19

22

23

27

28

33

34

35

38

給水車他

材 料 費

修 繕 費

燃 料 費

法 定
福 利 費

9,609

賞与引当金
繰 入 額

手 数 料

職員１名分

量水器取替業務、日直当番に関する
業務

給水管維持修繕他

職員１名分

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　　較

3

2,796

節

手 当 等

給 料

給 水 費

備 消 品 費

路 面
復 旧 費

保 険 料

雑 費

法 定 福 利 費
引当金繰入額

45,697

1,370

40

55,306

1,200

309

委 託 料

649

11,876

金　　　額

27,209

（単位:千円）

備　　　　　　　　　考

4,371

844

23

135

職員１名分

4,400

84
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3

5

6

11

12

14

16

19

20

22

23

32

33

34

35

38

3,054

節

印 刷
製 本 費

燃 料 費

雑 費

給 料

手 当 等

負 担 金

手 数 料

納入通知書他

通 信
運 搬 費

法 定
福 利 費

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　　　較

46,886 43,832

備 消 品 費

委 託 料

5

保 険 料

57

1,541
賞与引当金
繰 入 額

1,765

公用車253

1,698

4,426
業 務 費

修 繕 費 81

検針業務、電子計算機器保守他

職員２名分

賃 借 料

金　　　額

20

郵便料他

電子計算機器賃貸借他

口座振替、コンビニ等収納他

3,398

職員２名分

備　　　　　　　　　考

19,017

（単位:千円）

5,284

5,814

職員２名分

300

313

20

法 定 福 利 費
引当金繰入額

2,899
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3

4

5

6

10

11

12

13

19

20

32

33

34

35

36

38

57

節
前 年 度
予 算 額

16,713

手 当 等

△ 1,012

食 糧 費

職員１名分

職員１名分

（単位:千円）

備　　　　　　　　　考

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

8

公用車

水道賠償責任保険他

日本水道協会他

職員１名分

167

款

2,989

10

345

1,874

交 際 費

賞与引当金
繰 入 額

227

金　　　額

20

2,671

5,042

762

377負 担 金

50

805

100

備 消 品 費

総 係 費6

項 目
本 年 度
予 算 額

15,701

賃 借 料

保 険 料

法 定
福 利 費

退 職
給 付 費

手 数 料

250

燃 料 費

比　　　較

旅 費

給 料

4

法 定 福 利 費
引当金繰入額

雑 費
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1

2

3

4

5

6

7

2

2

1 1

2 1

4

1 1

消費税及び
地方消費税

予 備 費

13,422

13,422支 払 利 息

15,000

2,000

15,000 0

0

款 項 目

95,576

資 産
減 耗 費

営 業 外
費 用

1,637

630

2,000

80,576

47,859

75

金　　　額
前 年 度
予 算 額

節

減 価
償 却 費

75

358,824

備　　　　　　　　　考

（単位:千円）

車 輌
運 搬 具

企業債支払利息

予 備 費

0

量 水 器

5,529

8

2,0002,000 0

予 備 費

75

22,867

2,522

316,118

2,000

比　　　較

80,576

7 381,691

82,154

棚 卸 資 産
減 耗 費

15,000

本 年 度
予 算 額

建 物

企 業 債
利 息

工 具 器 具
及 び 備 品

7,396

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

67,154

機 械 及 び
装 置

無 形
固 定 資 産

構 築 物
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1

1

1 1

3

1

2

4

1 1

5

1 1

6

1 1

収　　　入

98,226

1

154,052

87,495

20,627

0

87,495

4,876

98,226

0

県 補 助 金 4,876

40,427

40,427

87,038

73,508

他 会 計
出 資 金

県 支 出 金 4,876

73,508

19,800

負担区分に基
づ く 出 資 金

4,876

項

87,038

目

158,600312,200

企 業 債 470,800

負 担 金

158,600

△ 11,188

312,200

470,800

款

40,427

国 庫
支 出 金

20,627

19,800

資 本 的
収 入

676,649

資 本 的 収 入 及 び 支 出

企 業 債

81,968

節

工 事
負 担 金

73,508

備　　　　　　　　　考

5,070

金　　　額

負担区分に基
づ く 出 資 金

消火栓設置他

470,800

4,876

国 庫
補 助 金

他 会 計
負 担 金

県 補 助 金

（単位:千円）

△ 13,987

本 年 度
予 算 額

負 担 金 △ 11,188

国 庫
補 助 金

比　　　較

522,597

前 年 度
予 算 額

△ 13,987

企 業 債
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1

1

3

4

5

11

12

20

22

26

34

58

1

3

2

1 1

3

1 1

土 地
購 入 費

工具器具及び
備 品 購 入 費

176,651

拡 張
改 良 費

561,131

資 本 的
支 出

予 備 費

△ 5,259

△ 5,259

企 業 債
償 還 金

200

372,144

職員８名分
法 定
福 利 費

366,885 372,144

379,2311

120
2

予 備 費

企 業 債
償 還 金

200

366,885

0

366,885

10

企業債元金償還金

200

応急給水栓

10,041

予 備 費 200 200 0

固 定
資 産 費

9,872

企 業 債
償 還 金

9,862

761,437

燃 料 費

手 当 等 19,341

10

職員８名分

備 消 品 費 491

1,585

建 設
改 良 費

571,003

項

938,088

金　　　額

181,910389,093

款 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

支　　　　出

比　　　較 備　　　　　　　　　考節

28,984 職員８名分

基幹管路布設替工事、具同新水源整
備工事他

土木積算システム他

具同新水源送水管布設用地分筆業
務他

（単位:千円）

賃 借 料

給 料

9,863

旅 費

委 託 料

680

9,752

181,900

工 事
請 負 費

489,836

量 水 器
施 設 費

300
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